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栃 木 県 規 則 第 二 十 五 号

栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

第 一 条 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 一 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 の 申 請 等 ） （ 許 可 の 申 請 等 ）

第 八 条 条 例 第 五 条 、 第 八 条 第 四 項 か ら 第 六 項 ま で 第 八 条 条 例 第 五 条 、 第 八 条 第 四 項 か ら 第 六 項 ま で

又 は 第 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ う と 又 は 第 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ う と

す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 許 可 申 請 書 （ 別 記 様 式 第 二 す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 許 可 申 請 書 （ 別 記 様 式 第 二

号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類

掲 げ る 広 告 物 （ 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除

く 。 ） 又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る

者 に あ っ て は 、 第 四 号 に 掲 げ る 書 類 を 除 く 。 ） を を

添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ～ 四 略 一 ～ 四 略

２ 略 ２ 略

第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 （ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類

（ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗 （ 自 己 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗 （ 自 己

の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限

る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 又 る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 又

は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に あ っ は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に あ っ

て は 第 四 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 書 類 を 、 同 条 第 二 て は 、 第 五 号 に 掲 げ る 書 類 を

号 の の ぼ り 旗 （ 自 己 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設

置 す る も の に 限 る 。 ） に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す

る 者 に あ っ て は 第 四 号 に 掲 げ る 書 類 を 除 く 。 ） を 除 く 。 ） を

添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ～ 五 略 一 ～ 五 略

２ 略 ２ 略

別 記 様 式 第 二 号 及 び 別 記 様 式 第 四 号 中 「資格を証する書面」 の 次 に 「 （栃木県屋外広告物条例施行規則第

14条各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除く） 」 を 加 え る 。。

別 記 様 式 第 十 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（2） 栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日
栃 木 県 規 則 第 二 十 五 号

栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

第 一 条 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 一 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 の 申 請 等 ） （ 許 可 の 申 請 等 ）

第 八 条 条 例 第 五 条 、 第 八 条 第 四 項 か ら 第 六 項 ま で 第 八 条 条 例 第 五 条 、 第 八 条 第 四 項 か ら 第 六 項 ま で

又 は 第 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ う と 又 は 第 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ う と

す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 許 可 申 請 書 （ 別 記 様 式 第 二 す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 許 可 申 請 書 （ 別 記 様 式 第 二

号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類

掲 げ る 広 告 物 （ 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除

く 。 ） 又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る

者 に あ っ て は 、 第 四 号 に 掲 げ る 書 類 を 除 く 。 ） を を

添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ～ 四 略 一 ～ 四 略

２ 略 ２ 略

第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 （ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類

（ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗 （ 自 己 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗 （ 自 己

の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限

る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 又 る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 又

は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に あ っ は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に あ っ

て は 第 四 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 書 類 を 、 同 条 第 二 て は 、 第 五 号 に 掲 げ る 書 類 を

号 の の ぼ り 旗 （ 自 己 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設

置 す る も の に 限 る 。 ） に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す

る 者 に あ っ て は 第 四 号 に 掲 げ る 書 類 を 除 く 。 ） を 除 く 。 ） を

添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ～ 五 略 一 ～ 五 略

２ 略 ２ 略

別 記 様 式 第 二 号 及 び 別 記 様 式 第 四 号 中 「資格を証する書面」 の 次 に 「 （栃木県屋外広告物条例施行規則第

14条各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除く） 」 を 加 え る 。。

別 記 様 式 第 十 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（3）栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

別記様式第11号（第17条関係）

（第１面）

栃木県収入証紙貼付欄（消印はしないこと

。

）

年月日

栃木県知事 様

住所

（法人にあっては主たる事務所の所在地）、

氏名 ㊞

（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）、

電話番号（ ）

担当者（ ）

屋外広告業登録申請書

屋外広告業の登録を受けたいので栃木県屋外広告物条例第25条第１項又は第３項の規定により関、 、

係書類を添えて次のとおり申請します

。

※登録番号栃木県屋外広告業登録第号

新規

登録の種類 ※登録年月日 年月日

更新

※登録有効期間年月日から年月日まで

ふりがな

氏 名

及び生年月日

法人にあっては商号

又は名称代表者の生年月日 年月日生、

氏名及び生年月日法人・個人の別１法人２個人

住 所郵便番号（

－

）

（法人にあっては主たる

事務所の所在地） 電話番号（ ）

－

主たる業務の内容

下記の枠内は記入しないでください

。

受付欄 決裁欄 手数料

所

−

−



（4） 栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

（第２面）

１栃木県の区域内にお ふりがな
営業所の所在地（郵便番号） 電話番号

いて営業を行う営業所営業所の名称

の名称及び所在地

２業務主任者の氏名
所属営業所名

ふりがな資格名及び
摘要

、

資格及び所属する営業 業務主任者の氏名交付番号等

所の名称

３法人である場合の役
職 名

ふりがな

員（業務を執行する社 氏 名

員取締役執行役又、 、

はこれらに準ずる者

。

以下同じ

。

）の職名及

び氏名

４未成年者である場合ふりがな

の法定代理人の氏名氏 名、

商号又は名称及び住所及び生年月日

法人にあっては

商号又は名称、

代表者の氏名生年月日 年月日生

及び生年月日法人・個人の別１法人２個人

住 所郵便番号（

－

）

（法人にあっては

主たる事務所の

所在地） 電話番号（ ）

－

−

−



（5）栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

（第３面）

５法定代理人が法人で
職 名

ふりがな

ある場合のその役員の 氏 名

職名及び氏名

６他の地方公共団体に登録を受けた登録・特例登録（届出）

登録（届出）番号
おける登録 地方公共団体名届出の別年月日

登録
特例届出

登録
特例届出

登録
特例届出

登録
特例届出

登録
特例届出

７所属する屋外広告業

の事業者団体

１登録申請者（法人の役員及び未成年者の法定代理人（法定代理人が法

人である場合においてはその役員を含む

。

以下同じ

。

）を含む

。

）が、

条例第26条の３第１項各号のいずれにも該当しない者である旨の誓約書

２業務主任者が条例第28条第１項各号のいずれかに該当する者であるこ

添付書類
とを証する書面及び当該業務主任者の住民票の抄本又はこれに代わる書

面

３登録申請者（法人の役員及び未成年者の法定代理人を含む

。

）の略歴

書及び住民票の抄本又はこれに代わる書面

４登録申請者又は未成年者の法定代理人が法人である場合には登記事、

項証明書

備考

１※印のある欄には初回登録の場合記入しないこと

。

、 、

２「新規更新」 「法人・個人の別」及び「登録・特例届出の別」についてはそれぞれ該当す、 、

るものを○で囲むこと

。

３「栃木県の区域内において営業を行う営業所の名称及び所在地」欄には栃木県の区域内で屋外、

広告業を行う営業所を全て記入すること

。

４業務主任者の「資格名及び交付番号等」欄には屋外広告士講習会修了者職業訓練指導員、 、 、 、

技能士等の別及び交付番号等を記入すること

。

５「他の地方公共団体における登録」欄は既に他の地方公共団体の登録を受けている場合には、 、

全て記入すること

。



（6） 栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

別 記 様 式 第 十 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（7）栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

別記様式第16号（第17条の６関係）

（表）

年月日

栃木県知事 様

住所

（法人にあっては主たる事務所の所在地）、

氏名 ㊞

（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）、

電話番号（ ）

担当者（ ）

屋外広告業登録事項変更届出書

栃木県屋外広告物条例第26条の４第１項の規定により次のとおり届け出ます

。

、

登録番号栃木県屋外広告業登録第号

登録年月日 年月日

ふりがな

氏 名

及び生年月日

法人にあっては商号

又は名称代表者の生年月日 年月日生、

氏名及び生年月日法人・個人の別１法人２個人

住 所郵便番号（

－

）

（法人にあっては主たる

事務所の所在地） 電話番号（ ）

－

変更に係る事項変更前変更後変更年月日

１商号名称又は氏名、

及び住所

法人にあっては商号

又は名称代表者の、

氏名及び主たる

事務所の所在地

２営業所の名称及び所

在地

３役員の氏名

４法定代理人の氏名及

び住所

法人にあっては商号

又は名称代表者の、

氏名及び主たる事務

所の所在地並びに

役員の氏名

所

−

−



（8） 栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

（裏）

５業務主任者の氏名及

び所属する営業所の名

称

変更理由

備考「法人・個人の別」及び「変更に係る事項」についてはそれぞれ該当するものを○で囲むこ、

と

。

下記の枠内は記入しないでください

。

受付欄 決裁欄
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第 二 条 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

第 九 条 条 例 第 十 三 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 第 九 条 条 例 第 十 三 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 更 新 許 可 申 請 書 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 更 新 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 三 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 写 真 及 （ 別 記 様 式 第 三 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 写 真 及

び 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ び 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗

（ 自 己 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に

車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 限 る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ）

又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に 又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に

あ っ て は 、 第 二 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 書 類 を 除 あ っ て は 、 第 二 号 に 掲 げ る 書 類 を 除

く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。 い 。

一 広 告 物 又 は 掲 出 物 件 の 本 体 、 支 持 部 、 取 付 部 一 広 告 物 又 は 掲 出 物 件 の 写 真

等 の 損 傷 、 腐 食 そ の 他 の 劣 化 の 状 況 の 点 検 （ 以

下 「 点 検 」 と い う 。 ） 後 に 当 該 広 告 物 又 は 掲 出

物 件 を 撮 影 し た 写 真 （ 点 検 に よ り 異 常 が 認 め ら

れ た 広 告 物 又 は 掲 出 物 件 に あ っ て は 、 補 修 後 に

当 該 箇 所 を 撮 影 し た も の を 含 む 。 ）

二 次 項 の 規 定 に よ り 点 検 を 行 っ た 者 が 同 項 各 号

の い ず れ か に 該 当 す る 者 で あ る こ と を 証 す る 書

面
三 屋 外 広 告 物 安 全 点 検 報 告 書 （ 別 記 様 式 第 二 屋 外 広 告 物 自 己 点 検 結 果 確 認 書 （ 別 記 様 式 第

三 号 の 三 ） 三 号 の 三 ）

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 同 項 第 三 号 に 掲 げ る 書 類

は 、 同 項 の 屋 外 広 告 物 更 新 許 可 申 請 書 を 提 出 す る

日 前 三 月 以 内 に 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者

が 点 検 を 行 い 、 作 成 し た も の で な け れ ば な ら な

い 。
一 条 例 第 二 十 八 条 第 一 項 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る 者

二 前 号 に 掲 げ る 者 と 同 等 以 上 の 点 検 に 関 す る 知

識 を 有 す る も の と し て 知 事 が 別 に 定 め る 者

３ 前 二 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 三 条 第 三 ２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 三 条 第 三

項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て 項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て

許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 更 新 許 可 許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 更 新 許 可

申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 三 号 の 二 ） 申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 三 号 の 二 ）

正 副 二 部 に 広 告 物 の 写 真 を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 正 副 二 部 に 広 告 物 の 写 真 を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。 し な け れ ば な ら な い 。

第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 第 十 条 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 写 真 及 （ 別 記 様 式 第 四 号 ） 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る

び 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ 書 類 （ 第 十 四 条 各 号 に 掲 げ る 広 告 物 （ の ぼ り 旗

（ 自 己 の 営 業 所 等 に 表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に

車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ） 限 る 。 ） 及 び 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 を 除 く 。 ）

又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に 又 は 掲 出 物 件 に 係 る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 に

あ っ て は 、 第 四 号 、 第 六 号 及 び 第 七 号 に 掲 げ る 書 あ っ て は 第 四 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 書

類 を 類 を 、 同 条 第 二 号 の の ぼ り 旗 （ 自 己 の 営 業 所 等 に

表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限 る 。 ） に 係 る 許 可

を 受 け よ う と す る 者 に あ っ て は 第 四 号 に 掲 げ る 書

除 く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば 類 を 除 く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。 な ら な い 。

一 ～ 四 略 一 ～ 四 略

五 点 検 後 に 当 該 広 告 物 又 は 掲 出 物 件 を 撮 影 し た

写 真 （ 点 検 に よ り 異 常 が 認 め ら れ た 広 告 物 又 は

掲 出 物 件 に あ っ て は 、 補 修 後 に 当 該 箇 所 を 撮 影

し た も の を 含 む 。 ）

六 次 項 の 規 定 に よ り 点 検 を 行 っ た 者 が 同 項 各 号

の い ず れ か に 該 当 す る 者 で あ る こ と を 証 す る 書

面
七 屋 外 広 告 物 安 全 点 検 報 告 書 （ 別 記 様 式 第 五 屋 外 広 告 物 自 己 点 検 結 果 確 認 書 （ 別 記 様 式 第

三 号 の 三 ） 三 号 の 三 ）

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 同 項 第 七 号 に 掲 げ る 書 類

は 、 同 項 の 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 を 提 出 す る

日 前 三 月 以 内 に 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者

が 点 検 を 行 い 、 作 成 し た も の で な け れ ば な ら な

い 。
一 条 例 第 二 十 八 条 第 一 項 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る 者

二 前 号 に 掲 げ る 者 と 同 等 以 上 の 点 検 に 関 す る 知

識 を 有 す る も の と し て 知 事 が 別 に 定 め る 者

３ 前 二 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 四 条 第 一 ２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 四 条 第 一

項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て 項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て

許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可

申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 四 号 の 二 ） 申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 四 号 の 二 ）

正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 、 知 事 に 提 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 、 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ・ 二 略 一 ・ 二 略

「１広告物又は掲出物件の写真

別 記 様 式 第 三 号 中

２屋外広告物自己点検結果確認書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条

を

各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除

く） 」。

「１点検後に広告物又は掲出物件を撮影した写真（点検により異常が認めら

れた広告物又は掲出物件にあっては補修後に当該箇所を撮影したものを、

含む）。

２点検を行った者が栃木県屋外広告物条例施行規則第９条第２項各号のい

ずれかに該当する者であることを証する書面（栃木県屋外広告物条例施行に 改 め る 。

規則第14条各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする

場合を除く）。

３屋外広告物安全点検報告書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条各号

に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除く） 」。

別 記 様 式 第 三 号 の 三 を 次 の よ う に 改 め る 。
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類 を 類 を 、 同 条 第 二 号 の の ぼ り 旗 （ 自 己 の 営 業 所 等 に

表 示 し 、 又 は 設 置 す る も の に 限 る 。 ） に 係 る 許 可

を 受 け よ う と す る 者 に あ っ て は 第 四 号 に 掲 げ る 書

除 く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば 類 を 除 く 。 ） を 添 付 し て 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。 な ら な い 。

一 ～ 四 略 一 ～ 四 略

五 点 検 後 に 当 該 広 告 物 又 は 掲 出 物 件 を 撮 影 し た

写 真 （ 点 検 に よ り 異 常 が 認 め ら れ た 広 告 物 又 は

掲 出 物 件 に あ っ て は 、 補 修 後 に 当 該 箇 所 を 撮 影

し た も の を 含 む 。 ）

六 次 項 の 規 定 に よ り 点 検 を 行 っ た 者 が 同 項 各 号

の い ず れ か に 該 当 す る 者 で あ る こ と を 証 す る 書

面
七 屋 外 広 告 物 安 全 点 検 報 告 書 （ 別 記 様 式 第 五 屋 外 広 告 物 自 己 点 検 結 果 確 認 書 （ 別 記 様 式 第

三 号 の 三 ） 三 号 の 三 ）

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 同 項 第 七 号 に 掲 げ る 書 類

は 、 同 項 の 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 を 提 出 す る

日 前 三 月 以 内 に 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者

が 点 検 を 行 い 、 作 成 し た も の で な け れ ば な ら な

い 。
一 条 例 第 二 十 八 条 第 一 項 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る 者

二 前 号 に 掲 げ る 者 と 同 等 以 上 の 点 検 に 関 す る 知

識 を 有 す る も の と し て 知 事 が 別 に 定 め る 者

３ 前 二 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 四 条 第 一 ２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 条 例 第 十 四 条 第 一

項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て 項 の 規 定 に よ り 車 両 に 表 示 さ れ る 広 告 物 に つ い て

許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可 許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 屋 外 広 告 物 変 更 許 可

申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 四 号 の 二 ） 申 請 書 （ 車 両 広 告 物 用 ） （ 別 記 様 式 第 四 号 の 二 ）

正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 、 知 事 に 提 正 副 二 部 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 、 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ・ 二 略 一 ・ 二 略

「１広告物又は掲出物件の写真

別 記 様 式 第 三 号 中

２屋外広告物自己点検結果確認書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条

を

各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除

く） 」。

「１点検後に広告物又は掲出物件を撮影した写真（点検により異常が認めら

れた広告物又は掲出物件にあっては補修後に当該箇所を撮影したものを、

含む）。

２点検を行った者が栃木県屋外広告物条例施行規則第９条第２項各号のい

ずれかに該当する者であることを証する書面（栃木県屋外広告物条例施行に 改 め る 。

規則第14条各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする

場合を除く）。

３屋外広告物安全点検報告書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条各号

に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除く） 」。

別 記 様 式 第 三 号 の 三 を 次 の よ う に 改 め る 。
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別記様式第３号の３（第９条第10条関係）、

屋外広告物安全点検報告書

広告物の種類

設置場所

設置年月日 年月日 許可番号 第号

点検実施日 年月日

点検
点 検 項 目

異常の
補修の概要

箇所 有・無

上基１上部構造全体の傾斜ぐらつき 有・無、

部礎２基礎のクラック支柱と根巻きの隙間支柱ぐ
有・無

、 、

構部らつき

造・３鉄骨のさび発生塗装の老朽化 有・無、

支
１鉄骨接合部（溶接部・プレト）の腐食変

有・無
ー 、

持
形隙間、

部
２鉄骨接合部（ボルトナットビス）のゆる

有・無
、 、

み欠落、

取
１アンカボルト・取付部プレトの腐食変形有・無ー ー 、

付
２溶接部の劣化コキングの劣化等 有・無、 ー

部
３取付対象部（柱・壁・スラブ）・取付部周辺の

有・無
異常

１表示面板・切り文字等の腐食破損変形ビ
有・無

、 、 、

広ス等の欠落

告２側板表示面板押さえの腐食破損ねじれ
有・無

、 、 、 、

板変形欠損、

３広告板底部の腐食水抜き孔の詰まり 有・無、

装照
１照明装置の不点灯不発光 有・無、

置明
２照明装置の取付部の破損変形さび漏水有・無、 、 、

３周辺機器の劣化破損 有・無、

そ
１附属部材（装飾振れ止め棒鳥よけその他附

有・無
、 、

の
属品）の腐食破損、

他
２避雷針の腐食損傷 有・無、

３その他点検した事項（ ） 有・無

上記のとおり点検結果を報告します

。

年月日

点検者住所

氏名

電話（ ）

備考広告物の種類により該当する点検箇所及び点検項目がない場合は「補修の概要」欄に斜線を引く、 、

こと

。



（12） 栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

告 示

栃 木 県 告 示 第 百 六 十 七 号

栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 一 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 六 号 。 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） 第 九 条 第 二 項

第 二 号 及 び 第 十 条 第 二 項 第 二 号 の 規 定 に よ り 知 事 が 別 に 定 め る 者 を 定 め た の で 、 次 の と お り 告 示 し 、 平 成 三 十

一 年 十 月 一 日 か ら 適 用 す る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

規 則 第 九 条 第 二 項 第 二 号 及 び 第 十 条 第 二 項 第 二 号 の 規 定 に よ り 知 事 が 別 に 定 め る 者 は 、 一 般 社 団 法 人 日 本 屋

外 広 告 業 団 体 連 合 会 又 は 公 益 社 団 法 人 日 本 サ イ ン 協 会 が 実 施 す る 屋 外 広 告 物 点 検 技 能 講 習 を 修 了 し た 者 と す る 。

（ 都 市 計 画 課 ）

栃木県告示第168号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、昭和33年建設省告示第907号宇都宮都市計

画下水道事業宇都宮市公共下水道の事業計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条

第１項の規定により告示する。

平成31（2019）年３月29日

栃木県知事 福 田 富 一

１ 施行者の名称

宇都宮市

２ 都市計画事業の種類及び名称

宇都宮都市計画下水道事業宇都宮市公共下水道

３ 事業施行期間

昭和33（1958）年３月31日～平成34（2022）年３月31日

４ 事業地

⑴ 収用の部分

昭和33年建設省告示第907号、昭和35年建設省告示第1900号、昭和40年建設省告示第352号、昭和40年建

設省告示第3197号、昭和42年建設省告示第1046号、昭和42年建設省告示第2979号、昭和44年建設省告示第

1363号、昭和44年栃木県告示第722号、昭和45年栃木県告示第226号、昭和45年栃木県告示第748号、昭和

47年栃木県告示第639号、昭和48年栃木県告示第532号、昭和49年栃木県告示第436号、昭和56年栃木県告

示第395号、昭和57年栃木県告示第1228号、昭和57年栃木県告示第1203号、昭和59年栃木県告示568号、昭

和60年栃木県告示第677号、昭和62年栃木県告示第420号、昭和63年栃木県告示第748号、平成元年栃木県

告示第805号、平成２年栃木県告示第638号、平成３年栃木県告示第208号、平成６年栃木県告示第808号、

平成７年栃木県告示第202号、平成８年栃木県告示第206号、平成10年栃木県告示第127号、平成10年栃木

県告示第502号、平成12年栃木県告示第121号、平成12年栃木県告示第681号、平成13年栃木県告示第489

号、平成13年栃木県告示第122号、平成13年栃木県告示第679号、平成15年栃木県告示第424号、平成16年

栃木県告示第88号、平成16年栃木県告示第219号、平成18年栃木県告示第292号、平成19年栃木県告示第

305号、平成21年栃木県告示第169号、平成25年栃木県告示第156号、平成28年栃木県告示第640号及び平成

29年栃木県告示第159号の事業地から栃木県宇都宮市芦沼町、石井町、今宮２丁目、インターパーク６丁

目、川田町、清原工業団地、清原台６丁目、駒生町、下岡本町、下河原１丁目、下栗町、下小倉町、宝井

町、竹林町、鶴田町、戸祭町、中里町、中岡本町、西川田町、宮原３丁目、茂原町、屋板町並びにゆいの

杜１丁目及び８丁目地内を除きすべて削る。

⑵ 使用の部分

昭和33年建設省告示第907号、昭和35年建設省告示第1900号、昭和40年建設省告示第352号、昭和40年建

設省告示第3197号、昭和42年建設省告示第1046号、昭和42年建設省告示第2979号、昭和44年建設省告示第

1363号、昭和44年栃木県告示第722号、昭和45年栃木県告示第226号、昭和45年栃木県告示第748号、昭和

47年栃木県告示第639号、昭和48年栃木県告示第532号、昭和49年栃木県告示第436号、昭和56年栃木県告

示第395号、昭和57年栃木県告示第1228号、昭和57年栃木県告示第1203号、昭和59年栃木県告示568号、昭

和60年栃木県告示第677号、昭和62年栃木県告示第420号、昭和63年栃木県告示第748号、平成元年栃木県

告示第805号、平成２年栃木県告示第638号、平成３年栃木県告示第208号、平成６年栃木県告示第808号、

平成７年栃木県告示第202号、平成８年栃木県告示第206号、平成10年栃木県告示第127号、平成10年栃木

県告示第502号、平成12年栃木県告示第121号、平成12年栃木県告示第681号、平成13年栃木県告示第489

号、平成13年栃木県告示第122号、平成13年栃木県告示第679号、平成15年栃木県告示第424号、平成16年

栃木県告示第88号、平成16年栃木県告示第219号、平成18年栃木県告示第292号、平成19年栃木県告示第

305号、平成21年栃木県告示第169号、平成25年栃木県告示第156号、平成28年栃木県告示第640号及び平成

29年栃木県告示第159号の事業地から栃木県宇都宮市芦沼町、石井町、今宮２丁目、インターパーク６丁

目、川田町、清原工業団地、清原台６丁目、駒生町、下岡本町、下河原１丁目、下栗町、下小倉町、宝井

町、竹林町、鶴田町、戸祭町、中里町、中岡本町、西川田町、宮原３丁目、茂原町、屋板町並びにゆいの

杜１丁目及び８丁目地内を除きすべてを使用の部分とする。

栃木県告示第169号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、昭和51年栃木県告示第75号矢板都市計画

「５屋外広告物自己点検結果確認書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条
別 記 様 式 第 四 号 中 各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除を

く） 」。

「５点検後に広告物又は掲出物件を撮影した写真（点検により異常が認めら

れた広告物又は掲出物件にあっては補修後に当該箇所を撮影したものを、

含む）。

６点検を行った者が栃木県屋外広告物条例施行規則第９条第２項各号のい

ずれかに該当する者であることを証する書面（栃木県屋外広告物条例施行に 改 め る 。

規則第14条各号に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする

場合を除く）。

７屋外広告物安全点検報告書（栃木県屋外広告物条例施行規則第14条各号

に掲げる広告物又は掲出物件に係る許可を受けようとする場合を除く） 」。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 条 及 び 附 則 第 二 項 の 規 定 は 、 同 年 十 月 一

日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 （ 以 下 「 新 規 則 」 と い う 。 ） 第 九 条 第 一 項 及

び 第 十 条 第 一 項 の 規 定 は 、 附 則 第 一 項 た だ し 書 に 規 定 す る 規 定 の 施 行 の 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） 以 後

に 新 規 則 第 九 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 点 検 を 行 い 、 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 （ 昭 和 三 十 九 年 栃 木 県 条 例 第 六

十 四 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） 第 十 三 条 第 三 項 又 は 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 の 申 請 を す る 者 の 当

該 申 請 に 係 る 申 請 書 並 び に こ れ に 添 付 す べ き 写 真 及 び 書 類 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 第 二 条 の 規 定 に よ る

改 正 前 の 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 第 九 条 第 一 項 第 二 号 又 は 第 十 条 第 一 項 第 五 号 の 屋 外 広 告 物 自 己 点 検

結 果 確 認 書 に 係 る 点 検 （ 条 例 第 十 三 条 第 三 項 又 は 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 の 申 請 を す る 者 が 当 該 申

請 に 係 る 申 請 書 並 び に こ れ に 添 付 す べ き 写 真 及 び 書 類 を 提 出 す る 日 前 三 月 以 内 に 行 っ た も の に 限 る 。 ） を 行

い 、 施 行 日 以 後 に 条 例 第 十 三 条 第 三 項 又 は 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 の 申 請 を す る 者 の 当 該 申 請 に 係

る 申 請 書 並 び に こ れ に 添 付 す べ き 写 真 及 び 書 類 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

３ こ の 規 則 の 施 行 前 に 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 栃 木 県 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則 の 規 定 に よ り 調 製 さ れ た

諸 用 紙 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 残 存 す る も の に 限 り 、 当 分 の 間 、 所 要 の 補 正 を し て 使 用 す る こ と が で き

る 。

（ 都 市 計 画 課 ）
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（13）栃 木 県 公 報 号外第16号平成31（2019）年３月29日　金曜日

栃木県告示第168号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、昭和33年建設省告示第907号宇都宮都市計

画下水道事業宇都宮市公共下水道の事業計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条

第１項の規定により告示する。

平成31（2019）年３月29日

栃木県知事 福 田 富 一

１ 施行者の名称

宇都宮市

２ 都市計画事業の種類及び名称

宇都宮都市計画下水道事業宇都宮市公共下水道

３ 事業施行期間

昭和33（1958）年３月31日～平成34（2022）年３月31日

４ 事業地

⑴ 収用の部分

昭和33年建設省告示第907号、昭和35年建設省告示第1900号、昭和40年建設省告示第352号、昭和40年建

設省告示第3197号、昭和42年建設省告示第1046号、昭和42年建設省告示第2979号、昭和44年建設省告示第

1363号、昭和44年栃木県告示第722号、昭和45年栃木県告示第226号、昭和45年栃木県告示第748号、昭和

47年栃木県告示第639号、昭和48年栃木県告示第532号、昭和49年栃木県告示第436号、昭和56年栃木県告

示第395号、昭和57年栃木県告示第1228号、昭和57年栃木県告示第1203号、昭和59年栃木県告示568号、昭

和60年栃木県告示第677号、昭和62年栃木県告示第420号、昭和63年栃木県告示第748号、平成元年栃木県

告示第805号、平成２年栃木県告示第638号、平成３年栃木県告示第208号、平成６年栃木県告示第808号、

平成７年栃木県告示第202号、平成８年栃木県告示第206号、平成10年栃木県告示第127号、平成10年栃木

県告示第502号、平成12年栃木県告示第121号、平成12年栃木県告示第681号、平成13年栃木県告示第489

号、平成13年栃木県告示第122号、平成13年栃木県告示第679号、平成15年栃木県告示第424号、平成16年

栃木県告示第88号、平成16年栃木県告示第219号、平成18年栃木県告示第292号、平成19年栃木県告示第

305号、平成21年栃木県告示第169号、平成25年栃木県告示第156号、平成28年栃木県告示第640号及び平成

29年栃木県告示第159号の事業地から栃木県宇都宮市芦沼町、石井町、今宮２丁目、インターパーク６丁

目、川田町、清原工業団地、清原台６丁目、駒生町、下岡本町、下河原１丁目、下栗町、下小倉町、宝井

町、竹林町、鶴田町、戸祭町、中里町、中岡本町、西川田町、宮原３丁目、茂原町、屋板町並びにゆいの

杜１丁目及び８丁目地内を除きすべて削る。

⑵ 使用の部分

昭和33年建設省告示第907号、昭和35年建設省告示第1900号、昭和40年建設省告示第352号、昭和40年建

設省告示第3197号、昭和42年建設省告示第1046号、昭和42年建設省告示第2979号、昭和44年建設省告示第

1363号、昭和44年栃木県告示第722号、昭和45年栃木県告示第226号、昭和45年栃木県告示第748号、昭和

47年栃木県告示第639号、昭和48年栃木県告示第532号、昭和49年栃木県告示第436号、昭和56年栃木県告

示第395号、昭和57年栃木県告示第1228号、昭和57年栃木県告示第1203号、昭和59年栃木県告示568号、昭

和60年栃木県告示第677号、昭和62年栃木県告示第420号、昭和63年栃木県告示第748号、平成元年栃木県

告示第805号、平成２年栃木県告示第638号、平成３年栃木県告示第208号、平成６年栃木県告示第808号、

平成７年栃木県告示第202号、平成８年栃木県告示第206号、平成10年栃木県告示第127号、平成10年栃木

県告示第502号、平成12年栃木県告示第121号、平成12年栃木県告示第681号、平成13年栃木県告示第489

号、平成13年栃木県告示第122号、平成13年栃木県告示第679号、平成15年栃木県告示第424号、平成16年

栃木県告示第88号、平成16年栃木県告示第219号、平成18年栃木県告示第292号、平成19年栃木県告示第

305号、平成21年栃木県告示第169号、平成25年栃木県告示第156号、平成28年栃木県告示第640号及び平成

29年栃木県告示第159号の事業地から栃木県宇都宮市芦沼町、石井町、今宮２丁目、インターパーク６丁

目、川田町、清原工業団地、清原台６丁目、駒生町、下岡本町、下河原１丁目、下栗町、下小倉町、宝井

町、竹林町、鶴田町、戸祭町、中里町、中岡本町、西川田町、宮原３丁目、茂原町、屋板町並びにゆいの

杜１丁目及び８丁目地内を除きすべてを使用の部分とする。

栃木県告示第169号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、昭和51年栃木県告示第75号矢板都市計画

　───────────────────────────────────────────────

下水道事業矢板市公共下水道の事業計画の変更を認可したので、同条第２項の規定において準用する同法第62

条第１項の規定より告示する。

平成31（2019）年３月29日

栃木県知事 福 田 富 一

１ 施行者の名称

矢板市

２ 都市計画事業の種類及び名称

矢板都市計画下水道事業矢板市公共下水道

３ 事業施行期間

昭和51（1976）年１月23日～平成37（2025）年３月31日

４ 事業地

⑴ 収用の部分

昭和51年栃木県告示第75号、昭和54年栃木県告示第1011号、昭和60年栃木県告示第250号、昭和61年栃

木県告示291号、平成２年栃木県告示第601号、平成５年栃木県告示第317号、平成10年栃木県告示第145

号、平成15年栃木県告示第196号、平成21年栃木県告示第215号、平成23年栃木県告示第158号及び平成27

年栃木県告示第529号の事業地から大字安沢字欠下を除きすべて削る。

⑵ 使用の部分

昭和51年栃木県告示第75号、昭和54年栃木県告示第1011号、昭和60年栃木県告示第250号、昭和61年栃

木県告示291号、平成２年栃木県告示第601号、平成５年栃木県告示第317号、平成10年栃木県告示第145

号、平成15年栃木県告示第196号、平成21年栃木県告示第215号、平成23年栃木県告示第158号及び平成27

年栃木県告示第529号の事業地から大字安沢字欠下を除きすべて使用の部分とし、大字石関字上猪ノ子、

字稲荷山、字弥治郎久保、字権現山、字稲荷山下、字沸法前、字上田中、字シダクリ、字花立及び字下田

中を事業地に加える。

（都市整備課）
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訓 令

栃 木 県 訓 令 第 九 号

本 庁

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 （ 平 成 二 十 年 栃 木 県 訓 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 設 置 ） （ 設 置 ）

第 二 条 略 第 二 条 略

２ 宿 日 直 員 は 、 所 属 長 （ 栃 木 県 行 政 組 織 規 程 （ 昭 ２ 宿 日 直 員 は 、 危 機 管 理 課 に 勤 務 す る 職 員 に あ っ

和 三 十 九 年 栃 木 県 規 則 第 二 十 七 号 ） 第 九 条 第 一 項 て は 危 機 管 理 課 長 が 、 消 防 防 災 課 に 勤 務 す る 職 員

の 表 三 県 民 生 活 部 の 部 に 規 定 す る 課 の 長 を い う 。 に あ っ て は 消 防 防 災 課 長 が 、 そ れ ぞ れ

以 下 同 じ 。 ） が 当 該 所 属 に 勤 務 す る 職 員 の う ち か

ら 定 め る 。 定 め る 。

（ 割 当 て ） （ 割 当 て ）

第 五 条 所 属 長 は 、 宿 日 直 割 当 表 に よ り 、 宿 日 直 日 第 五 条 宿 日 直 員 は 、 危 機 管 理 課 に 勤 務 す る 職 員 に

の 十 日 前 ま で に 宿 日 直 員 を 定 め な け れ ば な ら な あ っ て は 危 機 管 理 課 長 が 、 消 防 防 災 課 に 勤 務 す る

い 。 職 員 に あ っ て は 消 防 防 災 課 長 が 、 そ れ ぞ れ 宿 日 直

割 当 表 に よ り 宿 日 直 日 の 十 日 前 ま で に 定 め な け れ

ば な ら な い 。

２ 宿 日 直 員 が 病 気 そ の 他 や む を 得 な い 理 由 の た め ２ 宿 日 直 員 が 病 気 そ の 他 や む を 得 な い 理 由 の た め

業 務 に 従 事 す る こ と が で き な い と き は 、 当 該 所 属 業 務 に 従 事 す る こ と が で き な い と き は 、 危 機 管 理

長 は 、 別 に 宿 日 直 員 を 定 め な 課 長 又 は 消 防 防 災 課 長 は 、 別 に 宿 日 直 員 を 定 め な

け れ ば な ら な い 。 け れ ば な ら な い 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 危 機 管 理 課 ）

下水道事業矢板市公共下水道の事業計画の変更を認可したので、同条第２項の規定において準用する同法第62

条第１項の規定より告示する。

平成31（2019）年３月29日

栃木県知事 福 田 富 一

１ 施行者の名称

矢板市

２ 都市計画事業の種類及び名称

矢板都市計画下水道事業矢板市公共下水道

３ 事業施行期間

昭和51（1976）年１月23日～平成37（2025）年３月31日

４ 事業地

⑴ 収用の部分

昭和51年栃木県告示第75号、昭和54年栃木県告示第1011号、昭和60年栃木県告示第250号、昭和61年栃

木県告示291号、平成２年栃木県告示第601号、平成５年栃木県告示第317号、平成10年栃木県告示第145

号、平成15年栃木県告示第196号、平成21年栃木県告示第215号、平成23年栃木県告示第158号及び平成27

年栃木県告示第529号の事業地から大字安沢字欠下を除きすべて削る。

⑵ 使用の部分

昭和51年栃木県告示第75号、昭和54年栃木県告示第1011号、昭和60年栃木県告示第250号、昭和61年栃

木県告示291号、平成２年栃木県告示第601号、平成５年栃木県告示第317号、平成10年栃木県告示第145

号、平成15年栃木県告示第196号、平成21年栃木県告示第215号、平成23年栃木県告示第158号及び平成27

年栃木県告示第529号の事業地から大字安沢字欠下を除きすべて使用の部分とし、大字石関字上猪ノ子、

字稲荷山、字弥治郎久保、字権現山、字稲荷山下、字沸法前、字上田中、字シダクリ、字花立及び字下田

中を事業地に加える。

（都市整備課）
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合 同 訓 令

栃 木 県

栃 木 県 公 営 企 業

栃 木 県 教 育 委 員 会

栃 木 県 人 事 委 員 会

訓 令 第 二 号

栃 木 県 監 査 委 員

栃 木 県 労 働 委 員 会

栃 木 県 議 会

栃 木 県 警 察 本 部

知 事 部 局 本 庁

知 事 部 局 出 先 機 関

企 業 局

教 育 委 員 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

議 会 事 務 局

警 察 本 部

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 教 育 委 員 会 教 育 長 宇 田 貞 夫

栃 木 県 人 事 委 員 会 委 員 長 五 家 正

栃 木 県 代 表 監 査 委 員 平 野 博 章

栃 木 県 労 働 委 員 会 会 長 白 井 裕 己

栃 木 県 議 会 議 長 五 十 嵐 清

栃 木 県 警 察 本 部 長 原 田 義 久

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 （ 昭 和 五 十 年 栃 木 県 ・ 栃 木 県 教 育 委 員 会 ・ 栃 木 県 人 事 委 員 会 ・ 栃 木 県 監 査

委 員 ・ 栃 木 県 地 方 労 働 委 員 会 ・ 栃 木 県 議 会 ・ 栃 木 県 警 察 本 部 訓 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１ 略 ① 略

２ 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 三 十 五 年 三 月 三

十 一 日 ま で の 間 に お け る 第 四 条 か ら 第 六 条 ま で の

規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 四 条 第 一 項 中 「 各 部

長 」 と あ る の は 「 各 部 長 （ 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ

大 会 局 長 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） 」 と 、 第 五 条 第 一

項 第 一 号 中 「 定 め る 部 」 と あ る の は 「 定 め る 部 及

び 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 局 」 と 、 第 六 条 第 一

項 中 「 各 部 （ 総 合 政 策 部 」 と あ る の は 「 各 部 （ 総

合 政 策 部 及 び 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 局 」 と 、

同 項 中 「 三 警 察 本 部 県 民 広 報 相 談 課 広 報 管 理

「 三 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会

官 」 と あ る の は

四 警 察 本 部 県 民 広 報 相 談 課

局 総 務 企 画 課 主 幹

と す る 。

広 報 管 理 官 」

栃 木 県 訓 令 第 十 号

本 庁

栃 木 県 統 計 調 査 調 整 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 統 計 調 査 調 整 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 統 計 調 査 調 整 規 程 （ 平 成 二 十 一 年 栃 木 県 訓 令 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１ 略 ① 略

２ 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 三 十 五 年 三 月 三

十 一 日 ま で の 間 に お け る 第 二 条 第 一 項 の 規 定 の 適

用 に つ い て は 、 同 項 中 「 室 長 」 と あ る の は 、 「 室

長 並 び に 栃 木 県 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 局 内 課

等 設 置 規 則 （ 平 成 三 十 一 年 栃 木 県 規 則 第 十 一 号 ）

第 四 条 に 規 定 す る 課 長 」 と す る 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 統 計 課 ）

栃 木 県 訓 令 第 九 号

本 庁

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 危 機 管 理 の た め の 宿 日 直 に 関 す る 規 程 （ 平 成 二 十 年 栃 木 県 訓 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 設 置 ） （ 設 置 ）

第 二 条 略 第 二 条 略

２ 宿 日 直 員 は 、 所 属 長 （ 栃 木 県 行 政 組 織 規 程 （ 昭 ２ 宿 日 直 員 は 、 危 機 管 理 課 に 勤 務 す る 職 員 に あ っ

和 三 十 九 年 栃 木 県 規 則 第 二 十 七 号 ） 第 九 条 第 一 項 て は 危 機 管 理 課 長 が 、 消 防 防 災 課 に 勤 務 す る 職 員

の 表 三 県 民 生 活 部 の 部 に 規 定 す る 課 の 長 を い う 。 に あ っ て は 消 防 防 災 課 長 が 、 そ れ ぞ れ

以 下 同 じ 。 ） が 当 該 所 属 に 勤 務 す る 職 員 の う ち か

ら 定 め る 。 定 め る 。

（ 割 当 て ） （ 割 当 て ）

第 五 条 所 属 長 は 、 宿 日 直 割 当 表 に よ り 、 宿 日 直 日 第 五 条 宿 日 直 員 は 、 危 機 管 理 課 に 勤 務 す る 職 員 に

の 十 日 前 ま で に 宿 日 直 員 を 定 め な け れ ば な ら な あ っ て は 危 機 管 理 課 長 が 、 消 防 防 災 課 に 勤 務 す る

い 。 職 員 に あ っ て は 消 防 防 災 課 長 が 、 そ れ ぞ れ 宿 日 直

割 当 表 に よ り 宿 日 直 日 の 十 日 前 ま で に 定 め な け れ

ば な ら な い 。

２ 宿 日 直 員 が 病 気 そ の 他 や む を 得 な い 理 由 の た め ２ 宿 日 直 員 が 病 気 そ の 他 や む を 得 な い 理 由 の た め

業 務 に 従 事 す る こ と が で き な い と き は 、 当 該 所 属 業 務 に 従 事 す る こ と が で き な い と き は 、 危 機 管 理

長 は 、 別 に 宿 日 直 員 を 定 め な 課 長 又 は 消 防 防 災 課 長 は 、 別 に 宿 日 直 員 を 定 め な

け れ ば な ら な い 。 け れ ば な ら な い 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 危 機 管 理 課 ）

月 二 十 九 日
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企 業 局

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 広 報 課 ）

栃 木 県 公 営 企 業 管 理 規 程 第 一 号

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 （ 昭 和 四 十 二 年 栃 木 県 電 気 事 業 管 理 規 程 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）

栃木県企業局行政財産使用料算定基準 栃木県企業局行政財産使用料算定基準

種
使用区分

使用料算定方法種
使用区分

使用料算定方法

類 （ 年額） 類 （ 年額）

略 略

建物を全部使用させ

｛ （評価額

× 7 建物を全部使用させ

｛ （評価額

× 7

る場合 100 る場合 100

（営利を主とする場 （営利を主とする場

合は
8

） ）＋当該 合は
8

） ）＋当該
建 100 建 100

建物に係る県有資産 建物に係る県有資産

所在市町村交付金相 所在市町村交付金相

当額＋当該建物の敷 当額＋当該建物の敷

地に係る土地使用料 地に係る土地使用料

相当額（当該建物の 相当額（当該建物の

敷地が借地の場合 敷地が借地の場合

は借地料に相当す は借地料に相当す、 、

る額） ｝

× 110
る額） ｝

× 108
100 100

物建物の自動販売機使用面積（㎡）× 物建物の自動販売機使用面積（㎡）×

一部をの設置
20,000円×

110 一部をの設置
20,000円×

108

使用さ 100 使用さ 100

せる場 せる場

合略 略 合略 略

略 略

備考１略 備考１略

２使用許可に係る期間が１月に満たない ２使用許可に係る期間が１月に満たない

場合における土地の使用料はこの表に 場合における土地の使用料はこの表に、 、

より算出して得た額に100分の110を乗じ より算出して得た額に100分の108を乗じ

て得た額とする て得た額とする。 。

附 則

１ こ の 管 理 規 程 は 、 平 成 三 十 一 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

栃 木 県

栃 木 県 公 営 企 業

栃 木 県 教 育 委 員 会

栃 木 県 人 事 委 員 会

訓 令 第 二 号

栃 木 県 監 査 委 員

栃 木 県 労 働 委 員 会

栃 木 県 議 会

栃 木 県 警 察 本 部

知 事 部 局 本 庁

知 事 部 局 出 先 機 関

企 業 局

教 育 委 員 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

議 会 事 務 局

警 察 本 部

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 教 育 委 員 会 教 育 長 宇 田 貞 夫

栃 木 県 人 事 委 員 会 委 員 長 五 家 正

栃 木 県 代 表 監 査 委 員 平 野 博 章

栃 木 県 労 働 委 員 会 会 長 白 井 裕 己

栃 木 県 議 会 議 長 五 十 嵐 清

栃 木 県 警 察 本 部 長 原 田 義 久

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 広 聴 及 び 広 報 事 務 運 営 規 程 （ 昭 和 五 十 年 栃 木 県 ・ 栃 木 県 教 育 委 員 会 ・ 栃 木 県 人 事 委 員 会 ・ 栃 木 県 監 査

委 員 ・ 栃 木 県 地 方 労 働 委 員 会 ・ 栃 木 県 議 会 ・ 栃 木 県 警 察 本 部 訓 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１ 略 ① 略

２ 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 平 成 三 十 五 年 三 月 三

十 一 日 ま で の 間 に お け る 第 四 条 か ら 第 六 条 ま で の

規 定 の 適 用 に つ い て は 、 第 四 条 第 一 項 中 「 各 部

長 」 と あ る の は 「 各 部 長 （ 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ

大 会 局 長 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） 」 と 、 第 五 条 第 一

項 第 一 号 中 「 定 め る 部 」 と あ る の は 「 定 め る 部 及

び 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 局 」 と 、 第 六 条 第 一

項 中 「 各 部 （ 総 合 政 策 部 」 と あ る の は 「 各 部 （ 総

合 政 策 部 及 び 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 局 」 と 、

同 項 中 「 三 警 察 本 部 県 民 広 報 相 談 課 広 報 管 理

「 三 国 体 ・ 障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会

官 」 と あ る の は

四 警 察 本 部 県 民 広 報 相 談 課

局 総 務 企 画 課 主 幹

と す る 。

広 報 管 理 官 」
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　───────────────────────────────────────────────

２ こ の 管 理 規 程 の 施 行 前 に 許 可 を 受 け て 栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 を 使 用 す る 者 の 当 該 使 用 に 係 る 使 用 料 に つ い

て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 経 営 企 画 課 ）

栃 木 県 公 営 企 業 管 理 規 程 第 一 号

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程

栃 木 県 企 業 局 行 政 財 産 使 用 料 規 程 （ 昭 和 四 十 二 年 栃 木 県 電 気 事 業 管 理 規 程 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）

栃木県企業局行政財産使用料算定基準 栃木県企業局行政財産使用料算定基準

種
使用区分

使用料算定方法種
使用区分

使用料算定方法

類 （ 年額） 類 （ 年額）

略 略

建物を全部使用させ

｛ （評価額

× 7 建物を全部使用させ

｛ （評価額

× 7

る場合 100 る場合 100

（営利を主とする場 （営利を主とする場

合は
8

） ）＋当該 合は
8

） ）＋当該
建 100 建 100

建物に係る県有資産 建物に係る県有資産

所在市町村交付金相 所在市町村交付金相

当額＋当該建物の敷 当額＋当該建物の敷

地に係る土地使用料 地に係る土地使用料

相当額（当該建物の 相当額（当該建物の

敷地が借地の場合 敷地が借地の場合

は借地料に相当す は借地料に相当す、 、

る額） ｝

× 110
る額） ｝

× 108
100 100

物建物の自動販売機使用面積（㎡）× 物建物の自動販売機使用面積（㎡）×

一部をの設置
20,000円×

110 一部をの設置
20,000円×

108

使用さ 100 使用さ 100

せる場 せる場

合略 略 合略 略

略 略

備考１略 備考１略

２使用許可に係る期間が１月に満たない ２使用許可に係る期間が１月に満たない

場合における土地の使用料はこの表に 場合における土地の使用料はこの表に、 、

より算出して得た額に100分の110を乗じ より算出して得た額に100分の108を乗じ

て得た額とする て得た額とする。 。

附 則

１ こ の 管 理 規 程 は 、 平 成 三 十 一 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

栃 木 県 公 営 企 業 管 理 規 程 第 二 号

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定

め る 。
平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 （ 昭 和 三 十 一 年 栃 木 県 電 気 事 業 管 理 規 程 第

三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 深 夜 勤 務 及 び 時 間 外 勤 務 の 制 限 ） （ 深 夜 勤 務 及 び 時 間 外 勤 務 の 制 限 ）

第 三 条 の 二 略 第 三 条 の 二 略

２ ・ ３ 略 ２ ・ ３ 略

４ 前 三 項 の 規 定 は 、 配 偶 者 、 父 母 、 子 、 配 偶 者 の ４ 前 三 項 の 規 定 は 、 配 偶 者 、 父 母 、 子 、 配 偶 者 の

父 母 そ の 他 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 父 母 そ の 他 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る

者 （ 以 下 「 配 偶 者 等 」 と い う 。 ） で 、 負 傷 、 疾 者 で 、 負 傷 、 疾

病 、 老 齢 等 に よ り 二 週 間 以 上 の 期 間 に わ た り 日 常 病 、 老 齢 等 に よ り 二 週 間 以 上 の 期 間 に わ た り 日 常

生 活 を 営 む の に 支 障 が あ る も の （ 以 下 「 要 介 護 生 活 を 営 む の に 支 障 が あ る も の （ 以 下 「 要 介 護

者 」 と い う 。 ） の 介 護 を す る 職 員 に つ い て 準 用 す 者 」 と い う 。 ） の 介 護 を す る 職 員 に つ い て 準 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 第 一 項 中 「 小 学 校 就 学 の る 。 こ の 場 合 に お い て 、 第 一 項 中 「 小 学 校 就 学 の

始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 子 に 含 ま れ る も の と さ れ る 者 を 含 の 規 定 に よ り 子 に 含 ま れ る も の と さ れ る 者 を 含

む 。 第 四 項 を 除 き 、 以 下 同 じ 。 ） の あ る 職 員 （ 職 む 。 第 四 項 を 除 き 、 以 下 同 じ 。 ） の あ る 職 員 （ 職

員 の 配 偶 者 （ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 員 の 配 偶 者 （ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同

様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） で 当 該 子 様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） で 当 該 子

の 親 で あ る も の が 、 深 夜 （ 午 後 十 時 か ら 翌 日 午 前 の 親 で あ る も の が 、 深 夜 （ 午 後 十 時 か ら 翌 日 午 前

五 時 ま で の 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お い て 常 五 時 ま で の 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お い て 常

態 と し て 当 該 子 の 養 育 を す る こ と が で き る も の と 態 と し て 当 該 子 の 養 育 を す る こ と が で き る も の と

し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 者 に 該 し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 者 に 該

当 す る 場 合 に お け る 当 該 職 員 を 除 く 。 ） が 当 該 子 当 す る 場 合 に お け る 当 該 職 員 を 除 く 。 ） が 当 該 子

の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 当 該 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 当 該

要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 第 二 項 中 「 三 歳 に 満 た な い 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 第 二 項 中 「 三 歳 に 満 た な い

子 の あ る 職 員 が 当 該 子 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 子 の あ る 職 員 が 当 該 子 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介

護 者 の あ る 職 員 が 当 該 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 「 当 護 者 の あ る 職 員 が 当 該 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 「 当

該 請 求 し た 職 員 の 業 務 を 処 理 す る た め の 措 置 を 講 該 請 求 し た 職 員 の 業 務 を 処 理 す る た め の 措 置 を 講

ず る こ と が 著 し く 困 難 で あ る 」 と あ る の は 「 業 務 ず る こ と が 著 し く 困 難 で あ る 」 と あ る の は 「 業 務

の 運 営 に 支 障 が あ る 」 と 、 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の の 運 営 に 支 障 が あ る 」 と 、 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の

始 期 に 達 す る ま で の 子 の あ る 職 員 が 、 当 該 子 の 養 始 期 に 達 す る ま で の 子 の あ る 職 員 が 、 当 該 子 の 養

育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 、 当 該 要 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 、 当 該 要

介 護 者 の 介 護 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。 介 護 者 の 介 護 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

（ 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り ） （ 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り ）

第 六 条 略 第 六 条 略

２ 略 ２ 略

３ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 次 に 掲 げ る 職 員

（ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 職 員 及 び

次 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 を 除 く 。 以 下 こ の

項 に お い て 同 じ 。 ） に つ い て 、 始 業 及 び 終 業 の 時
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刻 に つ い て 職 員 の 申 告 を 考 慮 し て 当 該 職 員 の 勤 務

時 間 を 割 り 振 る こ と が 業 務 の 運 営 に 支 障 が な い と

認 め る 場 合 に は 、 前 項 及 び 第 二 条 第 五 項 の 規 定 に

か か わ ら ず 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め

る と こ ろ に よ り 、 職 員 の 申 告 を 経 て 、 四 週 間 を 超

え な い 範 囲 内 で 週 を 単 位 と し て 管 理 者 の 権 限 を 行

う 知 事 が 別 に 定 め る 期 間 ご と の 期 間 に つ き 第 二 条

第 一 項 か ら 第 四 項 ま で に 規 定 す る 勤 務 時 間 と な る

よ う に 当 該 職 員 の 勤 務 時 間 を 割 り 振 る こ と が で き

る 。
一 子 の 養 育 又 は 配 偶 者 等 の 介 護 を す る 職 員 で

あ っ て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る

も の

二 前 号 に 掲 げ る 職 員 の 状 況 に 類 す る 状 況 に あ る

職 員 と し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め

る も の

４ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 宿 直 員 そ の 他 業 務 ３ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 宿 直 員 そ の 他 業 務

の た め 特 別 の 形 態 に よ つ て 勤 務 す る 必 要 の あ る 職 の た め 特 別 の 形 態 に よ つ て 勤 務 す る 必 要 の あ る 職

員 に つ い て は 、 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に か か わ 員 に つ い て は 、 前 二 項 の 規 定 に か か わ

ら ず 、 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 別 に 定 ら ず 、 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 別 に 定

め る こ と が で き る 。 め る こ と が で き る 。

５ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り ４ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り

週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 定 め る 場 合 に 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 定 め る 場 合 に

は 、 四 週 間 ご と の 期 間 に つ き 八 日 の 週 休 日 （ 育 児 は 、 四 週 間 ご と の 期 間 に つ き 八 日 の 週 休 日 （ 育 児

短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ つ て は 八 日 以 上 で 当 該 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ つ て は 八 日 以 上 で 当 該 育 児

短 時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 つ た 週 休 日 、 再 任 用 短 時 短 時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 つ た 週 休 日 、 再 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 及 び 特 定 業 務 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 等 間 勤 務 職 員 及 び 特 定 業 務 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 等

に あ つ て は 八 日 以 上 の 週 休 日 ） を 設 け 、 か つ 、 勤 に あ つ て は 八 日 以 上 の 週 休 日 ） を 設 け 、 か つ 、 勤

務 日 （ 第 二 項 か ら 前 項 ま で の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 務 日 （ 前 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間

が 割 り 振 ら れ た 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 引 き 続 が 割 り 振 ら れ た 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 引 き 続

き 十 二 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。 き 十 二 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。

（ 週 休 日 の 振 替 等 ） （ 週 休 日 の 振 替 等 ）

第 七 条 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 職 員 に 前 条 第 第 七 条 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 職 員 に 前 条 第

一 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 週 休 日 と さ れ た 日 に 一 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ り 週 休 日 と さ れ た 日 に

お い て 特 に 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 場 合 お い て 特 に 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 場 合

に は 、 勤 務 日 の う ち 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が に は 、 勤 務 日 の う ち 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が

あ る 日 を 起 算 日 と す る 四 週 間 前 の 日 か ら 当 該 勤 務 あ る 日 を 起 算 日 と す る 四 週 間 前 の 日 か ら 当 該 勤 務

す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 を 起 算 日 と す る 八 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 を 起 算 日 と す る 八

週 間 後 の 日 ま で の 期 間 内 に あ る 勤 務 日 を 週 休 日 に 週 間 後 の 日 ま で の 期 間 内 に あ る 勤 務 日 を 週 休 日 に

変 更 し て 当 該 勤 務 日 に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 を 当 変 更 し て 当 該 勤 務 日 に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 を 当

該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 に 割 り 振 る 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 に 割 り 振 る

こ と （ 以 下 「 週 休 日 の 振 替 」 と い う 。 ） 又 は 当 該 こ と （ 以 下 「 週 休 日 の 振 替 」 と い う 。 ） 又 は 当 該

期 間 内 に あ る 勤 務 日 の 勤 務 時 間 の う ち 四 時 間 を 当 期 間 内 に あ る 勤 務 日 の 勤 務 時 間 の う ち 四 時 間 を 当

該 勤 務 日 に 割 り 振 る こ と を や め て 当 該 四 時 間 の 勤 該 勤 務 日 に 割 り 振 る こ と を や め て 当 該 四 時 間 の 勤

務 時 間 を 当 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 務 時 間 を 当 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日

に 割 り 振 る こ と （ 以 下 「 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 に 割 り 振 る こ と （ 以 下 「 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振

り 変 更 」 と い う 。 ） が で き る 。 り 変 更 」 と い う 。 ） が で き る 。

２ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 週 休 日 の 振 替 又 は ２ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 週 休 日 の 振 替 又 は

四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 り 変 更 （ 以 下 「 週 休 日 の 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 り 変 更 （ 以 下 「 週 休 日 の

栃 木 県 公 営 企 業 管 理 規 程 第 二 号

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定

め る 。
平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程

栃 木 県 企 業 局 企 業 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 規 程 （ 昭 和 三 十 一 年 栃 木 県 電 気 事 業 管 理 規 程 第

三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 深 夜 勤 務 及 び 時 間 外 勤 務 の 制 限 ） （ 深 夜 勤 務 及 び 時 間 外 勤 務 の 制 限 ）

第 三 条 の 二 略 第 三 条 の 二 略

２ ・ ３ 略 ２ ・ ３ 略

４ 前 三 項 の 規 定 は 、 配 偶 者 、 父 母 、 子 、 配 偶 者 の ４ 前 三 項 の 規 定 は 、 配 偶 者 、 父 母 、 子 、 配 偶 者 の

父 母 そ の 他 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 父 母 そ の 他 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る

者 （ 以 下 「 配 偶 者 等 」 と い う 。 ） で 、 負 傷 、 疾 者 で 、 負 傷 、 疾

病 、 老 齢 等 に よ り 二 週 間 以 上 の 期 間 に わ た り 日 常 病 、 老 齢 等 に よ り 二 週 間 以 上 の 期 間 に わ た り 日 常

生 活 を 営 む の に 支 障 が あ る も の （ 以 下 「 要 介 護 生 活 を 営 む の に 支 障 が あ る も の （ 以 下 「 要 介 護

者 」 と い う 。 ） の 介 護 を す る 職 員 に つ い て 準 用 す 者 」 と い う 。 ） の 介 護 を す る 職 員 に つ い て 準 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 第 一 項 中 「 小 学 校 就 学 の る 。 こ の 場 合 に お い て 、 第 一 項 中 「 小 学 校 就 学 の

始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 子 に 含 ま れ る も の と さ れ る 者 を 含 の 規 定 に よ り 子 に 含 ま れ る も の と さ れ る 者 を 含

む 。 第 四 項 を 除 き 、 以 下 同 じ 。 ） の あ る 職 員 （ 職 む 。 第 四 項 を 除 き 、 以 下 同 じ 。 ） の あ る 職 員 （ 職

員 の 配 偶 者 （ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 員 の 配 偶 者 （ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同

様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） で 当 該 子 様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） で 当 該 子

の 親 で あ る も の が 、 深 夜 （ 午 後 十 時 か ら 翌 日 午 前 の 親 で あ る も の が 、 深 夜 （ 午 後 十 時 か ら 翌 日 午 前

五 時 ま で の 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お い て 常 五 時 ま で の 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お い て 常

態 と し て 当 該 子 の 養 育 を す る こ と が で き る も の と 態 と し て 当 該 子 の 養 育 を す る こ と が で き る も の と

し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 者 に 該 し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 者 に 該

当 す る 場 合 に お け る 当 該 職 員 を 除 く 。 ） が 当 該 子 当 す る 場 合 に お け る 当 該 職 員 を 除 く 。 ） が 当 該 子

の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 当 該 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 当 該

要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 第 二 項 中 「 三 歳 に 満 た な い 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 第 二 項 中 「 三 歳 に 満 た な い

子 の あ る 職 員 が 当 該 子 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介 子 の あ る 職 員 が 当 該 子 の 養 育 」 と あ る の は 「 要 介

護 者 の あ る 職 員 が 当 該 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 「 当 護 者 の あ る 職 員 が 当 該 要 介 護 者 の 介 護 」 と 、 「 当

該 請 求 し た 職 員 の 業 務 を 処 理 す る た め の 措 置 を 講 該 請 求 し た 職 員 の 業 務 を 処 理 す る た め の 措 置 を 講

ず る こ と が 著 し く 困 難 で あ る 」 と あ る の は 「 業 務 ず る こ と が 著 し く 困 難 で あ る 」 と あ る の は 「 業 務

の 運 営 に 支 障 が あ る 」 と 、 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の の 運 営 に 支 障 が あ る 」 と 、 前 項 中 「 小 学 校 就 学 の

始 期 に 達 す る ま で の 子 の あ る 職 員 が 、 当 該 子 の 養 始 期 に 達 す る ま で の 子 の あ る 職 員 が 、 当 該 子 の 養

育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 、 当 該 要 育 」 と あ る の は 「 要 介 護 者 の あ る 職 員 が 、 当 該 要

介 護 者 の 介 護 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。 介 護 者 の 介 護 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

（ 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り ） （ 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り ）

第 六 条 略 第 六 条 略

２ 略 ２ 略

３ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 次 に 掲 げ る 職 員

（ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る 職 員 及 び

次 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 を 除 く 。 以 下 こ の

項 に お い て 同 じ 。 ） に つ い て 、 始 業 及 び 終 業 の 時

あ つ て
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刻 に つ い て 職 員 の 申 告 を 考 慮 し て 当 該 職 員 の 勤 務

時 間 を 割 り 振 る こ と が 業 務 の 運 営 に 支 障 が な い と

認 め る 場 合 に は 、 前 項 及 び 第 二 条 第 五 項 の 規 定 に

か か わ ら ず 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め

る と こ ろ に よ り 、 職 員 の 申 告 を 経 て 、 四 週 間 を 超

え な い 範 囲 内 で 週 を 単 位 と し て 管 理 者 の 権 限 を 行

う 知 事 が 別 に 定 め る 期 間 ご と の 期 間 に つ き 第 二 条

第 一 項 か ら 第 四 項 ま で に 規 定 す る 勤 務 時 間 と な る

よ う に 当 該 職 員 の 勤 務 時 間 を 割 り 振 る こ と が で き

る 。
一 子 の 養 育 又 は 配 偶 者 等 の 介 護 を す る 職 員 で

あ っ て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る

も の

二 前 号 に 掲 げ る 職 員 の 状 況 に 類 す る 状 況 に あ る

職 員 と し て 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め

る も の

４ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 宿 直 員 そ の 他 業 務 ３ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 宿 直 員 そ の 他 業 務

の た め 特 別 の 形 態 に よ つ て 勤 務 す る 必 要 の あ る 職 の た め 特 別 の 形 態 に よ つ て 勤 務 す る 必 要 の あ る 職

員 に つ い て は 、 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に か か わ 員 に つ い て は 、 前 二 項 の 規 定 に か か わ

ら ず 、 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 別 に 定 ら ず 、 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 別 に 定

め る こ と が で き る 。 め る こ と が で き る 。

５ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り ４ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り

週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 定 め る 場 合 に 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 を 割 り 振 る 日 を 定 め る 場 合 に

は 、 四 週 間 ご と の 期 間 に つ き 八 日 の 週 休 日 （ 育 児 は 、 四 週 間 ご と の 期 間 に つ き 八 日 の 週 休 日 （ 育 児

短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ つ て は 八 日 以 上 で 当 該 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ つ て は 八 日 以 上 で 当 該 育 児

短 時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 つ た 週 休 日 、 再 任 用 短 時 短 時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 つ た 週 休 日 、 再 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 及 び 特 定 業 務 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 等 間 勤 務 職 員 及 び 特 定 業 務 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 等

に あ つ て は 八 日 以 上 の 週 休 日 ） を 設 け 、 か つ 、 勤 に あ つ て は 八 日 以 上 の 週 休 日 ） を 設 け 、 か つ 、 勤

務 日 （ 第 二 項 か ら 前 項 ま で の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 務 日 （ 前 二 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間

が 割 り 振 ら れ た 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 引 き 続 が 割 り 振 ら れ た 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 引 き 続

き 十 二 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。 き 十 二 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。

（ 週 休 日 の 振 替 等 ） （ 週 休 日 の 振 替 等 ）

第 七 条 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 職 員 に 前 条 第 第 七 条 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 職 員 に 前 条 第

一 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 週 休 日 と さ れ た 日 に 一 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ り 週 休 日 と さ れ た 日 に

お い て 特 に 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 場 合 お い て 特 に 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 場 合

に は 、 勤 務 日 の う ち 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が に は 、 勤 務 日 の う ち 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が

あ る 日 を 起 算 日 と す る 四 週 間 前 の 日 か ら 当 該 勤 務 あ る 日 を 起 算 日 と す る 四 週 間 前 の 日 か ら 当 該 勤 務

す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 を 起 算 日 と す る 八 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 を 起 算 日 と す る 八

週 間 後 の 日 ま で の 期 間 内 に あ る 勤 務 日 を 週 休 日 に 週 間 後 の 日 ま で の 期 間 内 に あ る 勤 務 日 を 週 休 日 に

変 更 し て 当 該 勤 務 日 に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 を 当 変 更 し て 当 該 勤 務 日 に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 を 当

該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 に 割 り 振 る 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 に 割 り 振 る

こ と （ 以 下 「 週 休 日 の 振 替 」 と い う 。 ） 又 は 当 該 こ と （ 以 下 「 週 休 日 の 振 替 」 と い う 。 ） 又 は 当 該

期 間 内 に あ る 勤 務 日 の 勤 務 時 間 の う ち 四 時 間 を 当 期 間 内 に あ る 勤 務 日 の 勤 務 時 間 の う ち 四 時 間 を 当

該 勤 務 日 に 割 り 振 る こ と を や め て 当 該 四 時 間 の 勤 該 勤 務 日 に 割 り 振 る こ と を や め て 当 該 四 時 間 の 勤

務 時 間 を 当 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日 務 時 間 を 当 該 勤 務 す る こ と を 命 ず る 必 要 が あ る 日

に 割 り 振 る こ と （ 以 下 「 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 に 割 り 振 る こ と （ 以 下 「 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振

り 変 更 」 と い う 。 ） が で き る 。 り 変 更 」 と い う 。 ） が で き る 。

２ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 週 休 日 の 振 替 又 は ２ 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 週 休 日 の 振 替 又 は

四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 り 変 更 （ 以 下 「 週 休 日 の 四 時 間 の 勤 務 時 間 の 割 振 り 変 更 （ 以 下 「 週 休 日 の

振 替 等 」 と い う 。 ） を 行 う 場 合 に は 、 週 休 日 の 振 振 替 等 」 と い う 。 ） を 行 う 場 合 に は 、 週 休 日 の 振

替 等 を 行 つ た 後 に お い て 、 週 休 日 が 毎 四 週 間 に つ 替 等 を 行 つ た 後 に お い て 、 週 休 日 が 毎 四 週 間 に つ

き 四 日 以 上 と な る よ う に し 、 か つ 、 前 条 第 二 項 か き 四 日 以 上 と な る よ う に し 、 か つ 、 前 条 第 二 項 若

ら 第 四 項 ま で 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 が 割 し く は 第 三 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 が 割

り 振 ら れ た 日 （ 以 下 「 勤 務 日 等 」 と い う 。 ） が 引 り 振 ら れ た 日 （ 以 下 「 勤 務 日 等 」 と い う 。 ） が 引

き 続 き 二 十 四 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら き 続 き 二 十 四 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら

な い 。 な い 。

３ 略 ３ 略

（ 超 勤 代 休 時 間 ） （ 超 勤 代 休 時 間 ）

第 七 条 の 二 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 正 規 の 勤 第 七 条 の 二 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 正 規 の 勤

務 時 間 外 に 勤 務 す る こ と を 命 ぜ ら れ 、 正 規 の 勤 務 務 時 間 外 に 勤 務 す る こ と を 命 ぜ ら れ 、 正 規 の 勤 務

時 間 外 に し た 勤 務 （ 第 六 条 第 一 項 及 び 第 四 項 並 び 時 間 外 に し た 勤 務 （ 第 六 条 第 一 項 及 び 第 三 項 並 び

に 第 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 週 休 日 に お け る 勤 に 第 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 週 休 日 に お け る 勤

務 の う ち 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る も 務 の う ち 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る も

の を 除 く 。 ） の 時 間 が 一 月 に つ い て 六 十 時 間 を 超 の を 除 く 。 ） の 時 間 が 一 月 に つ い て 六 十 時 間 を 超

え た 職 員 に 対 し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 え た 職 員 に 対 し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別

に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 職 員 に 対 し て 支 給 す に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 職 員 に 対 し て 支 給 す

る 超 過 勤 務 手 当 の う ち 六 十 時 間 を 超 え て 勤 務 し た る 超 過 勤 務 手 当 の う ち 六 十 時 間 を 超 え て 勤 務 し た

全 時 間 に 係 る 超 過 勤 務 手 当 の 一 部 の 支 給 に 代 わ る 全 時 間 に 係 る 超 過 勤 務 手 当 の 一 部 の 支 給 に 代 わ る

措 置 の 対 象 と な る べ き 時 間 （ 以 下 「 超 勤 代 休 時 措 置 の 対 象 と な る べ き 時 間 （ 以 下 「 超 勤 代 休 時

間 」 と い う 。 ） と し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 間 」 と い う 。 ） と し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事

が 別 に 定 め る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 第 九 条 第 一 が 別 に 定 め る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 第 九 条 第 一

項 に 規 定 す る 休 日 及 び 代 休 日 を 除 く 。 ） に 割 り 振 項 に 規 定 す る 休 日 及 び 代 休 日 を 除 く 。 ） に 割 り 振

ら れ た 勤 務 時 間 の 全 部 又 は 一 部 を 指 定 す る こ と が ら れ た 勤 務 時 間 の 全 部 又 は 一 部 を 指 定 す る こ と が

で き る 。 で き る 。

２ 略 ２ 略

附 則

こ の 管 理 規 程 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 営 企 画 課 ）
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振 替 等 」 と い う 。 ） を 行 う 場 合 に は 、 週 休 日 の 振 振 替 等 」 と い う 。 ） を 行 う 場 合 に は 、 週 休 日 の 振

替 等 を 行 つ た 後 に お い て 、 週 休 日 が 毎 四 週 間 に つ 替 等 を 行 つ た 後 に お い て 、 週 休 日 が 毎 四 週 間 に つ

き 四 日 以 上 と な る よ う に し 、 か つ 、 前 条 第 二 項 か き 四 日 以 上 と な る よ う に し 、 か つ 、 前 条 第 二 項 若

ら 第 四 項 ま で 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 が 割 し く は 第 三 項 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 勤 務 時 間 が 割

り 振 ら れ た 日 （ 以 下 「 勤 務 日 等 」 と い う 。 ） が 引 り 振 ら れ た 日 （ 以 下 「 勤 務 日 等 」 と い う 。 ） が 引

き 続 き 二 十 四 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら き 続 き 二 十 四 日 を 超 え な い よ う に し な け れ ば な ら

な い 。 な い 。

３ 略 ３ 略

（ 超 勤 代 休 時 間 ） （ 超 勤 代 休 時 間 ）

第 七 条 の 二 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 正 規 の 勤 第 七 条 の 二 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 は 、 正 規 の 勤

務 時 間 外 に 勤 務 す る こ と を 命 ぜ ら れ 、 正 規 の 勤 務 務 時 間 外 に 勤 務 す る こ と を 命 ぜ ら れ 、 正 規 の 勤 務

時 間 外 に し た 勤 務 （ 第 六 条 第 一 項 及 び 第 四 項 並 び 時 間 外 に し た 勤 務 （ 第 六 条 第 一 項 及 び 第 三 項 並 び

に 第 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 週 休 日 に お け る 勤 に 第 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 週 休 日 に お け る 勤

務 の う ち 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る も 務 の う ち 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 に 定 め る も

の を 除 く 。 ） の 時 間 が 一 月 に つ い て 六 十 時 間 を 超 の を 除 く 。 ） の 時 間 が 一 月 に つ い て 六 十 時 間 を 超

え た 職 員 に 対 し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別 え た 職 員 に 対 し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 が 別

に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 職 員 に 対 し て 支 給 す に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 職 員 に 対 し て 支 給 す

る 超 過 勤 務 手 当 の う ち 六 十 時 間 を 超 え て 勤 務 し た る 超 過 勤 務 手 当 の う ち 六 十 時 間 を 超 え て 勤 務 し た

全 時 間 に 係 る 超 過 勤 務 手 当 の 一 部 の 支 給 に 代 わ る 全 時 間 に 係 る 超 過 勤 務 手 当 の 一 部 の 支 給 に 代 わ る

措 置 の 対 象 と な る べ き 時 間 （ 以 下 「 超 勤 代 休 時 措 置 の 対 象 と な る べ き 時 間 （ 以 下 「 超 勤 代 休 時

間 」 と い う 。 ） と し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事 間 」 と い う 。 ） と し て 、 管 理 者 の 権 限 を 行 う 知 事

が 別 に 定 め る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 第 九 条 第 一 が 別 に 定 め る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 第 九 条 第 一

項 に 規 定 す る 休 日 及 び 代 休 日 を 除 く 。 ） に 割 り 振 項 に 規 定 す る 休 日 及 び 代 休 日 を 除 く 。 ） に 割 り 振

ら れ た 勤 務 時 間 の 全 部 又 は 一 部 を 指 定 す る こ と が ら れ た 勤 務 時 間 の 全 部 又 は 一 部 を 指 定 す る こ と が

で き る 。 で き る 。

２ 略 ２ 略

附 則

こ の 管 理 規 程 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 営 企 画 課 ）　───────────────────────────────────────────────
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栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 企 業 局 職 員 安 全 衛 生 管 理 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令

栃 木 県 企 業 局 職 員 安 全 衛 生 管 理 規 程 （ 昭 和 六 十 一 年 栃 木 県 公 営 企 業 訓 令 第 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 産 業 医 等 ） （ 産 業 医 等 ）

第 十 三 条 略 第 十 三 条 略

２ 産 業 医 は 、 医 師 で あ る 者 で 規 則 第 十 四 条 第 二 項 ２ 産 業 医 は 、 医 者 で あ る 者 で 規 則 第 十 四 条 第 二 項

各 号 に 掲 げ る も の の う ち か ら 管 理 者 の 権 限 を 行 う 各 号 に 掲 げ る も の の う ち か ら 管 理 者 の 権 限 を 行 う

知 事 が 選 任 す る 。 知 事 が 選 任 す る 。

３ 略 ３ 略

４ 産 業 医 は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 総 括 ４ 産 業 医 は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 総 括

安 全 衛 生 管 理 者 若 し く は 安 全 衛 生 管 理 者 に 対 し 安 全 衛 生 管 理 者 若 し く は 安 全 衛 生 管 理 者 に 対 し

て あ ら か じ め こ れ ら の 者 の 意 見 を 求 め た 上 で 勧 告 て 勧 告

し 、 又 は 衛 生 管 理 者 若 し く は 安 全 管 理 者 に 対 し て し 、 又 は 衛 生 管 理 者 若 し く は 安 全 管 理 者 に 対 し て

指 導 若 し く は 助 言 を す る こ と が で き る 。 指 導 若 し く は 助 言 を す る こ と が で き る 。

５ 総 括 安 全 衛 生 管 理 者 又 は 安 全 衛 生 管 理 者 は 、 産 ５ 総 括 安 全 衛 生 管 理 者 及 び 安 全 衛 生 管 理 者 は 、 産

業 医 か ら 前 項 の 規 定 に よ る 勧 告 を 受 け た と き は 、 業 医 か ら 前 項 の 規 定 に よ る 勧 告 を 受 け た と き は 、

当 該 勧 告 の 内 容 等 に つ い て 、 別 に 定 め る と こ ろ に こ れ を 尊 重 し

よ り 、 遅 滞 な く 、 安 全 衛 生 委 員 会 （ 第 十 五 条 に 規

定 す る 安 全 衛 生 委 員 会 を い う 。 次 項 及 び 第 八 項 に

お い て 同 じ 。 ） に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 な け れ ば な ら な い 。

６ 産 業 医 は 、 安 全 衛 生 委 員 会 に 対 し て 職 員 の 健 康

を 確 保 す る 観 点 か ら 必 要 な 調 査 審 議 を 求 め る こ と

が で き る 。

７ 略 ６ 略

８ 総 括 安 全 衛 生 管 理 者 は 、 産 業 医 が 辞 任 し た と き

又 は 産 業 医 の 解 任 が あ つ た と き は 、 遅 滞 な く 、 そ

の 旨 及 び そ の 理 由 を 安 全 衛 生 委 員 会 に 報 告 し な け

れ ば な ら な い 。

第 三 十 八 条 略 第 三 十 八 条 略

（ 疲 労 蓄 積 職 員 等 の 報 告 ）

第 三 十 八 条 の 二 安 全 衛 生 管 理 者 は 、 長 時 間 の 勤 務

に よ り 疲 労 の 蓄 積 が 見 ら れ る 職 員 そ の 他 健 康 上 の

不 安 を 有 し て い る 職 員 が あ る と 認 め る と き は 、 別

に 定 め る と こ ろ に よ り 、 総 括 安 全 衛 生 管 理 者 に 報

告 し な け れ ば な ら な い 。

（ 疲 労 蓄 積 職 員 等 に 対 す る 措 置 ）
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第 三 十 八 条 の 三 総 括 安 全 衛 生 管 理 者 は 、 前 条 の 報

告 を 受 け た と き は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 産

業 医 に よ る 面 接 指 導 等 必 要 な 措 置 を 講 じ な け れ ば

な ら な い 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。
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